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　（4）　刑訴法 226 条ないし 228 条について
IV　終わりに



































解されていたのか，まずは検証しよう。すなわち，昭和 20 年 12 月末から




























































この構想は残されていった。しかし，昭和 22 年 2 月の第 5 次案，第 6 次案
では，いったんその枠組みは姿を消すこととなる。


















進められ，その日本側の最終案である第 9 次案が，昭和 22 年に GHQ に提
出された。証拠保全請求権については，第 8 次案（昭和 22 年 9 月 25 日）の
154 条に，被疑者・弁護人の請求権として現れ14），第 9 次案（昭和 22 年 10 月




一方，GHQ が昭和 23 年 3 月までに提出法案に検討を加えていった。そ
して 3月 23 日から 4月 5日にかけて，「刑訴改正小審議会」で，マイヤース
氏，ブレークモア氏，アップルトン氏の 3 名が法務庁の担当者と交渉し，4


















































































































































日）」 では26）， 198 条における取調べの規定と， またそれとは独立した形とし
て， 226 条ないし 228 条に捜査機関による証拠保全の規定部分が反映して
いった。一方で，被疑者，弁護人の証拠保全請求権については，従来通り生




目で，「証拠を保全するため」28）として，226 条と 227 条の規定の意義が明ら
かにされている。
このような経緯を含めて考察すると， 179 条と， 226 条ないし 228 条を， 同
種の並列的な証拠保全のための規定と理解することは難しいであろう。一方



























































た。そこで， 1941 年に， 18 名による助言委員会 （The Advisory Committee） が連
邦最高裁より選任され，その委員会のもとで，別の委員会が形成されて，暫
定的草案 （The Tentative Drafts） が作成された。そして， その後， 未公表予備草
案 （The Unpublished Preliminary Draft） の第一稿案が 1942 年 5 月に起草された。
しかし，目的及び解決すべき問題に関する注記がないこと，批判などの意見
を求めるべきことが要請されたこと，裁判所からの示唆があったことなどか
ら，検討を加えた結果，1943 年 3 月に，第 1 次公開予備草案（The First Pub-
lished Preliminary Draft）が完成した。この案を元に関係各所からの意見を求
め，多くの意見が回収された。これを元に 1943 年 10 月に委員会が検討作業
を再開し，1 カ月の後に連邦最高裁に提出したところ，拒否されたため，改
めて 「第 2 次案」 を作成し， 1944 年 2 月に改めて関係各所に意見を求めた。
この意見聴取を元に 1944 年 6 月に「最終案」が形成された。この最終案を
















































その後， 1960 年代の連邦刑事訴訟規則の改正の中で， 結局， 訴追側の請求
による証言録取手続が議論された44）。まず， 1960 年代には， 1962 年 12 月の
連邦刑事訴訟規則改正草案に， 被告人の語を削除する （すなわち訴追側にも請求
を認める）案が提案され45），これは，1964年の第 2 次案でも残されていた46）。
しかし 1966 年には，実務及び手続規則に関する常設委員会（The Standing 
Committee on Rules of Practice and Procedure）によって否定されてしまった47）。
もっとも， 1974 年の改正作業を経て訴追側の請求は導入されることとなっ






15 条は， より詳細な形となっている。ただし， その利用については， 民事訴
訟とは異なり刑事訴訟の場合には抑制的であるとされている50）。現行の 15
条においては，「例外的状況（exceptional circumstances）」があり，司法上の利










く， 行うことができるとしている （15 条（c）（3））。また， その証拠としての使用





























































































































東京地裁平成 26 年 3 月 18 日判決は，ある共犯者が嫌疑不十分により不起
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保全として














そして，B は，入国管理局による収容から 14 日後に強制送還されてい
るが，東京地方裁判所における証拠保全手続の運用からすると，この間に
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弁護人が証拠保全請求をして証人尋問を実現できる可能性は十分あり




この点で，国外強制退去と刑訴法 321 条 1 項 2 号の解釈をめぐる最高裁平成
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を早急に判断することも決して容易ではない








もっとも，このように検討し，さらに翻って鑑みると，従前 321 条 1 項 2
号書面及び 3号書面を例外として許容せざるを得ない場面では，より積極的
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証拠保全として行われたものであると認めることができるところ，上記の
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ような接見交通権が規定された趣旨に鑑みれば，将来公判等において使用
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すべき証拠をあらかじめ収集して保持しておくという証拠保全の目的は，
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接見交通権に含まれるものとして保障されているとはいえず






































（4）　刑訴法 226 条ないし 228 条について
証拠保全機能をめぐっては，捜査機関側に認められている刑訴法 226 条・
227 条によるものがある。すでに立法過程の分析から明らかな通り，ひとま
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